
資料６－２ 

1 

 

 
チルドレン・ファースト社会を構築するための緊急提言    

～子どもたちが幸せを感じながら健やかに育つ、未来ある社会を目指して～ 

 

 

日本において本格的に少子化対策に踏み出してから約 30年。この間、様々な対策を講じ

てきたものの、2015年までは100万人を超えていた出生数が、2021年には 80万人を下回

る可能性があり、これまでよりも格段に実効性の高い、強力な対策を講じる必要がある。 

また、長引くコロナ禍により、子どもたちの健やかな育ちへの影響が懸念されている。

子どもたちの困難や不安を取り除き、すべての子どもたちが幸せを実感しながら、未来を

「生き抜く力」を育むことができるよう、我々は全力を尽くさなければならない。 

国において「こども庁」創設の議論が進められているが、単なる組織論にとどまること

なく、「チルドレン・ファースト」の原点に立ち返り、大胆な資源投入と権限強化を行う必

要がある。子ども政策に総力を挙げて取り組むとの力強いメッセージとともに、真に実効

力のある政策が進められるものとなるよう、下記の４点について、緊急的に提言する。 

 

 

  

１．チルドレン・ファーストを実現するこども庁の創設 

子どもを中心に既存の縦割りを打破し、子ども関連政策を一元的に担う新たな組織を創

設することについて、全国知事会としては賛同するところである。改めて、新組織は、子

どものため、子どもの権利を守るという観点を第一とすべきであり、そのうえで、権限と

予算と人員の大幅な拡充を行い、真に政策遂行力ある組織とすること。 

一方で、子ども関連政策を一元化することで新たな分断が生じることの懸念がある。障

害児者への支援、医療・健康づくり・食育など、生涯を通じての一貫した取組を進めてき

た分野にあたっては、現行施策の意義や実施状況を十分踏まえるべきである。特に公教育

が担っている様々な機能の一貫性・継続性等には十分に留意すること。 

加えて、子どもを取り巻く複雑・多様化する課題について、地方自治体をはじめとする

関係機関と連携した迅速な対応を可能とする組織とすること。 

 

 

２．子どもが健やかに生まれ育つための経済的支援の拡充 

コロナ禍の影響は、低所得など困難な状況にある人により強く及んでいる。貧困等によ

り子どもたちの健全な育ちや学びが損なわれることのないよう、経済的支援を強力に推し

進める必要がある。 

不妊治療等への助成拡大、妊娠・出産・産後の支援、乳幼児期の検査費用、全国一律の

子ども医療費にかかる助成制度の創設、所得に関係なく子どもの人数によって支給される

家族手当の支給など、子どもの誕生や成育にかかる経済的負担の軽減をはかること。 

また、幼児教育・保育から高等教育まで、無償化の拡大などにより子どもの教育にかか

る費用の軽減を図るとともに、様々な体験を通じて豊かな人間性・社会性を育めるよう、

家庭教育の支援など、特に乳幼児期からの子育て・教育支援の充実を図ること。 
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３．子ども関連の政府支出の拡大と地方財政措置の拡充  

我が国の子ども関連の政府支出は、出生率の高い傾向にある欧州諸国よりも低く、子ど

も関連の施策に必要な予算が配分されているとは言い難い。ＧＤＰに対する教育関連の政

府支出をＯＥＣＤ加盟国の平均並みに引き上げることを目安にするなど、政府支出を拡大

し、大胆な資源投入を行うこと。 

また、子ども関連施策の多くを地方自治体が担っていることから、地方財政措置の拡充

を行うとともに、地域の実情に応じて、複数年度にわたり、柔軟かつ大胆な施策の実施と

効果検証が可能となるよう、基金制度を創設すること。   

  

 

４．国と地方との定期的な協議の場の設置 

国の政策に現場の施策の実施者である地方の意見を反映するため、定期的に国と地方が

同じテーブルにつき、地方の先進的な取組や検証をもとに、政策構築や政策評価を行うた

めの意見交換・協議する場を設置すること。 

特に、こども庁創設とそれに伴う政策の拡充、見直し等にあたっては、検討段階から協

議の場をもち、創設後も検証のための定期的な協議を継続すること。 
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